
府中市告示第 ３３ 号 
 
  府中市市民活動総合補償制度要綱を次のように定める。 
 
    平成２１年３月１８日 
 
                      府中市長  伊 藤 吉 和 
 
   府中市市民活動総合補償制度要綱 
 

（目的） 

第１条 この市民活動総合補償制度（以下「補償制度」という。）は、市内における

市民活動の補償について必要な事項を定めることにより、市内に本拠地を有する

市民団体が安心して市民活動を行うことができるように支援し、もって快適な地

域社会の実現を図ることを目的とする。 
 （用語の定義） 
第２条  補償制度において、次の各号に揚げる用語の意味は、当該各号に定めると

ころによる。 
(1) 市民団体 市民（市外居住者を含む。）により自主的に構成された府中市内

に本拠地を有する非営利活動団体等の団体 
(2) 市民活動 市民団体が行う社会教育活動、社会福祉活動、社会奉仕活動、青

少年育成活動又は地域社会活動等で本来の職場を離れて自由意志のもとに行う

継続的､計画的又は臨時の公共性のある直接活動。ただし、政治、宗教又は営利

を目的とする活動を除く。（地方自治体又は地方自治体が出資した法人若しく

はこれに準ずる団体の行う市民活動に類する事業で、市民が無報酬（実費弁済

を除く。）で参加する活動を含む。） 
(3) 指導者 市民団体において市民活動の計画立案及び運営の指導的地位にあ

る者又はこれに準ずる者（市外居住者を含む。） 
(4) スタッフ 指導者の補助員等市民活動の実施に伴ってその運営に従事する

者（市外居住者を含む。） 
(5) 参加者 前２号に規定する者を除くほか、市民団体の構成員であって市民活

動に参加しているものをいう。この場合において、当該活動の観覧者及び応援

者は含まない。 
(6) 賠償補償対象者 地方自治体、地方自治体が出資した法人若しくはこれに準

ずる団体、市民団体又は指導者若しくはスタッフ。 



(7) 傷害補償対象者 指導者、スタッフ又は参加者 
（事務局） 

第３条 事務局は総務部総務課に設置し、補償制度におけるすべての事務を行う。 
（市民活動の範囲） 

第４条  次の各号に掲げる活動は、市民活動の対象外とする。 
 (1) 園児、児童又は生徒を対象とした学校行事 
 (2) 山岳・海難救助ボランティア活動、災害救助ボランティア活動等の緊急時で

の活動 
 (3) スポーツ活動 
２ 補償制度における具体的な市民活動の例は別表１のとおりとする。 

（対象となる事故） 
第５条  補償制度は、次の各号のいずれかに該当する場合において適用する。 

 (1) 賠償補償対象者が、市民活動中に他人の生命若しくは身体を害し、又は他人の

財物を滅失、損傷若しくは汚損した場合において、法律上の賠償責任を負担す

ること（以下「賠償事故」という。）によって損害を被る場合 
 (2) 傷害補償対象者が市民活動中に発生した偶然の事故（以下「傷害事故」とい

う。）により死亡又は負傷した場合で、別表２に定める支給事由に該当する場

合。 
（免 責） 

第６条  賠償事故のうち、直接又は間接を問わず、賠償補償対象者が次 に掲げる

賠償責任を負担することによって被る損害は、補償制度による補償は適用されな

いものとする。 
 (1) 賠償補償対象者の故意 
 (2) 戦争（宣戦の有無を問わない。）、変乱、暴動、騒じょう又は労働争議 
 (3) 地震、噴火、洪水、津波又はこれらに類似の自然現象 
(4) 日本国外の裁判所において提起された損害賠償請求訴訟に係る賠償責任 
(5) 賠償補償対象者と世帯を同じくする親族に対する賠償責任 
(6) 賠償補償対象者が業務に従事中に被った身体障害（障害に起因する死亡を含

む。）によって生じた賠償責任 
(7) 賠償補償対象者と他人との間に損害賠償に関する特別の約定がある場合に

おいて、その約定によって加重された賠償責任 
(8) 施設の新築、改築、修理、取壊しその他の工事に起因する賠償責任 
(9) 航空機、昇降機、自動車、船、車両（原動力がもっぱら人力である場合を除

く。）又は動物の所有、使用又は管理に起因する賠償責任 
(10) スポーツ活動 



(11) 前各号に定めるもののほか、第８条により契約した賠償責任保険普通保険

約款並びに各種特約及び各種特約条項に定める事由によるもの 
２ 傷害事故のうち、次の各号のいずれかに該当する場合は、補償制度による補償

は適用されないものとする。 
 (1) 傷害補償対象者若しくはその法定代理人の故意、重大な過失又は法令違反 
 (2) 戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに

類似の事変又は暴動（群衆又は多数の者の集団の行動によって、全国又は一

部の地区において著しく平穏が害され、治安維持上重大な事態と認められる

状態をいう。） 
 (3) 地震、噴火又はこれらによる津波 
 (4) 核燃料物質（使用済燃料を含む。以下同じ。）若しくは核燃料物質によって

汚染された物（原子核分裂生成物を含む。）の放射性、爆発性その他の有害な

特性又はこれらの特性による事故 
 (5) 傷害補償対象者の自殺行為、犯罪行為又は闘争行為 
 (6) 傷害補償対象者が、法令に定められた運転資格を持たないで若しくは酒に

よって又は麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー等の影響により正常な

運転ができないおそれがある状態で自動車又は原動機付自転車を運転してい

る間に生じた事故 
 (7) 傷害補償対象者の脳疾患、疾病又は心神喪失 
 (8) 傷害補償対象者の妊娠、出産、早産、流産又は外科的手術その他の医療処

置 
 (9) 大気汚染、水質汚濁等の環境汚染。ただし、環境汚染の発生が不測かつ突

発的事故による場合には、この限りでない。 
 (10) 剄部症候郡（いわゆる「むちうち症」）又は腰痛で他覚症状のないもの 
 (11) 労働者災害補償保険法(昭和２２年法律第５０号)又はその他日本国の労働

災害補償法令に基づく補償部分 
 (12) スポーツ活動 
 (13) 前各号に定めるもののほか、次条により契約した費用、利益保険普通保険

約款並びに市民活動災害等補償保険特約条項及び各種特約条項に定める事由

によるもの 
（補償期間） 

第７条  補償制度の補償期間は、毎年４月１日から始まり 1 年後の応答日午後４時

に終了する。 
（保険契約による制度の保全） 

第８条  事務局は、補償制度は保全するための手段として、保険業法（平成７年法



律第１０５号）第２条第４項に規定する損害保険会社（以下「損害保険会社」と

いう。）との間で地方自治体（賠償責任保険については、地方自治体、地方自治体

が出資した法人若しくはこれに準ずる団体、市民団体又は指導者若しくはスタッ

フ）を被保険者とする保険契約を締結する。 
（賠償事故に係る補償金の種類等） 

第９条  賠償事故において補償されるべき補償金の種類、補償支払限度額及び免責

は、別表３に定めるとおりとし、次に掲げる損害又は費用の額に相当する合計額

から同表に記載の免責金額を減じた額とする。 
(1) 賠償補償対象者が被害者に支払うべき損害賠償金（損害賠償金を支払うこと

によって代位取得するものがある場合はその価値を控除する。） 
(2) 賠償補償対象者が賠償責任保険普通保険約款第１５条（事故の発生）第１項

第２号に規定する義務を履行するために支出した必要又は有益であった費用 
(3) 賠償補償対象者が賠償責任保険普通保険約款第１５条（事故の発生）第１項

第２号に規定する損害を防止軽減するために必要又は有益と認められた手段

を講じた後に、賠償補償対象者に損害賠償責任がないことが判明した場合、

そのために賠償補償対象者が支出した費用のうち、被害者に対する応急手当、

護送その他の緊急措置に要した費用及び支出につきあらかじめ事務局の同意

を得た費用 
(4) 賠償補償対象者が事務局の承認を得て支出した、訴訟費用、弁護士報酬、仲

裁、和解又は調停に関する費用 
(5) 賠償補償対象者の代わりに事務局が解決に当る場合、事務局に協力するため

に支出した費用 
２ 賠償補償対象者が他の賠償責任保険契約者（以下「重複保険契約」という。）

を締結している場合において、それぞれの保険契約（補償制度を含む。）について、

他の保険契約がないものとして算出したてん補責任額の合計額が損害の額を超え

るときは、事務局は、補償制度によるてん補責任額の前項各号に掲げる損害又は

費用の額に相当する合計額に対する割合によって損害をてん補する。 
（傷害事故に係る補償金の種類等） 

第１０条 傷害事故において支給されるべき補償金の種類、支給事由及び補償金額

は、別表２に定めるとおりとする。 
２ 別表２に掲げる死亡補償金、後遺障害補償金、入院補償金及び通院補償金は傷

害補償対象者１名につき、それぞれごとに支払うことができる。 
３ 前項の規定にかかわらず、傷害補償対象者１名ごとに、同一の事故により既に

支払った後遺障害補償金（以下「既払後遺障害補償金」という。）がある場合は、

死亡補償金は既払後遺障害補償金を控除した残額をもって限度とし、また、同一



の補償期間内に既に支払った既払後遺障害補償金がある場合は、後遺障害補償金

は既払後遺障害補償金を差し引いて支払う。 
４ 地方自治体が傷害補償対象者に対して法律上の損害賠償責任を負担する場合は、

傷害事故による補償金は損害賠償の補償金に充当する。 
（事故発生報告及び事故審査通知） 

第１１条 賠償補償対象者及び傷害補償対象者（以下「補償対象者」という。）は、

賠償事故又は傷害事故（賠償事故および傷害事故の同時発生を含む。）が発生した

ときは、事故発生日から２０日以内に事務局に報告するものとする。 
２ 事務局は、前項の規定による報告を受けたときは、補償制度の適用の可否につ

いて審査し、補償制度の適用範囲内と判断する場合は、速やかに損害保険会社に

通知するものとする。 
３ 事務局は、前項の審査の結果、補償制度の適用対象外と判断する場合は、補償

対象者にその旨を通知するものとする。 
（事故判定委員会） 

第１２条 事務局は、前条第２項の規定による審査を行うに当たり必要と認めると

きは、事故判定委員会に意見を求めるものとする。 
２ 事故判定委員会は、委員長、副委員長及び委員（以下「会員」という。）をも

って組織する。 
３ 委員長には総務部長、副委員長には総務課長の職にある者をもって充てる。 
４ 委員には次に掲げる者をもって充てる。 
 (1) 環境整備課長 
 (2) 福祉事務所長 
 (3) 保健課長 
 (4) 生涯学習課長 
 (5) その他関係課長 
５ 委員長は事務局から要請を受けた場合、速やかに事故判定委員会を招集し、審

査する。 
６ 委員長は会務を総理する。 
７ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 
８ 委員会は会員の過半数の出席をもって有効に成立する。 
９ 委員長は事故判定委員会を招集する時間的余裕がないと認めるときは、持ち回

りによって審査することができる。 
１０ 前各項に定めた事項のほか、事故判定委員会の運営に関して必要な事項は委

員長が定める。 



（補償金の請求） 
第１３条 賠償事故の補償金の支給を受けようとする賠償補償対象者は、損害賠償

責任に係る訴訟、仲裁、和解、調停その他法律的な解決を終えた後に、事務局が

指定する請求書にその他必要な書類を添付して事務局に提出するものとする。 
２ 傷害事故の補償金の支給を受けようとする傷害補償対象者は、別表２に定める

支給事由の充足が確定した後（入院補償金及び通院補償金にあっては、全ての治

療が完了した後）に、事務局が指定する請求書に必要な書類を添付して事務局に

提出するものとする。 
（補償金の支給等に係る手続） 

第１４条 事務局は、前条の規定による請求があった場合は、第８条に基づき、損

害保険会社が求めるすべての必要書類を提出して保険金請求を行うものとする。 
２ 事務局は、前項の保険金請求による保険会社の事故調査の結果、保険金支払の

対象外であることが判明したときは、補償対象者にその旨を市民活動補償事故調

査決定通知書により通知し、保険金を受け取ったときはその全額を補償対象者又

はその法定相続人に支払う。 
３ 事務局は、前項の支払を証明するために補償対象者又はそれらの法定相続人の

補償金受領書を保険金受領後３０日以内に損害保険会社に提出する。 
４ 前２項の規定にかかわらず、事務局が受け取るべき保険金について、事務局が

損害保険会社に対し、補償対象者又はその法定相続人に直接支払うことを要請し

た場合は、損害保険会社は補償対象者の指定する金融機関の口座に振り込み、こ

れによって事務局の補償金支払義務及び補償金受領書提出義務は履行されたもの

とする。 
（損害賠償の免除） 

第１５条 市は、補償制度による補償を行う事由につき、同一の事由によって市が

賠償責任を負担する場合は、補償制度で支給される補償額まで民法又は国家賠償

法による損害賠償の責任を免れる。 
（準用規定） 

第１６条 この規則に定めのない事項については、保険契約の約款を準用する。 
 

   附 則 

（施行期日） 

 １ この告示は、平成２１年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

 ２ この告示の施行前に旧要綱（平成１６年３月２５日制定）の規定によりされ

た手続その他の行為は、この告示の相当規定によりなされた手続その他の行為



とみなす。 

 
別表１(第４条関係) 

市民活動の具体例 

活動の種類 内 容 備 考 

地区(町・学区)社会福祉

協議会活動 

ふれあい・いきいきサロン、敬

老会、子どもと高齢者のふれあ

い活動、一人暮らし高齢者のつ

どい、友愛訪問、とんど、研修、

講演会等 

ボランティア活動 

個人ボランティア、ボランティ

ア団体の行う行事、研修、講習

会、社会福祉施設・作業所の行

事協力、アルミ缶リサイクル、

配食サービス等 

社会福祉・社会

奉仕活動 

民生委員児童委員活動 

高齢者巡回訪問等訪問活動、相

談、定例会、研修、講習会、配

食サービス、各種支援及び援助

活動等 

害虫防除・駆除等の環境

衛生活動 
 

献血、各種検診業務の普

及啓発活動 
 保健衛生活動 

住民検診への協力  

環境美化・清掃活動 
河川、公園等公共施設の清掃、

草刈り 

リサイクル運動 資源ゴミの回収 

自然保護・緑化活動  
環境保全活動 

省エネルギー運動  

青少年非行防止活動 
非行防止のための地域巡回活動

等 

青少年保護活動 
子ども１１０番等青少年を犯罪

から守る運動 

青少年健全育成

活動 
その他の児童福祉向上

のための活動 

育児又は託児に関するボランテ

ィア等 

暴力追放運動  
防犯活動 

防犯対策の啓発活動  

防火・防災訓練 
通報、消火、避難、救護、給食

給水等 

防火・防災に関する啓発

広報活動 
 

防火・防災活動 

災害時のボランティア活

動 
他市での災害に対し、遠征等で

参加する活動は対象外とする。 



交通安全啓発活動  
交通安全活動 

春、秋等交通安全運動  
町内会の運営活動 公益性の高い活動 

地域社会活動 
地域施設の管理運営活動  
市民まつりへの運営協力  
防災訓練への参加  

市又は市に準ず

る団体が主催又

は共催する事業

への協力活動 
講演会、一斉清掃等への

参加又は運営協力 

 

捜索活動 
行方不明者等の捜索活

動。 

 

 
別表２(第 5 条関係) 
基本契約 

保険金の種類 
（１名当たり） 支  給  事  由 補償金額 

死亡補償金 傷害補償対象者が傷害事故の発生した日か

ら起算して１８０日以内に死亡した場合 ５００万円 

後遺障害補償金 

傷害補償対象者が傷害事故を直接の原因と

して当該傷害事故の発生した日から起算し

て１８０日以内に後遺障害を生じた場合

（その期間中に当該後遺障害の生ずること

が確定しなかった場合は、１８１日目にお

ける医師の診断により将来当該後遺障害の

生ずべきことが推定された場合） 

後遺障害の程

度により、死

亡補償金の３

～ １ ０ ０ ％

（１５万～５

００万） 

入院補償金 

傷害補償対象者が、傷害事故を直接の原因

として生活機能又は業務機能に支障をきた

したため入院による治療を受けた場合（当

該傷害事故の発生日から起算して１８０日

以内の間に限る。） 

入院１日につ

き 
３，０００円 

通院補償金 

傷害補償対象者が、傷害事故を直接の原因

として生活機能又は業務機能に支障をきた

したため通院による治療を受けた場合（当

該傷害事故の発生した日から起算して１８

０日以内の間に限るものとし、対象となる

通院日数は９０日を限度とする。 

通院１日につ

き 
２，０００円 

 備考 次の事項については、保険約款の規定にかかわらず補償制度の適用除外と

する。 
１ 入院補償金が支払われる場合において、入院補償金を支払うべき傷害の治

療を直接の目的に手術を受け、それにより入院補償金に上乗せして手術給付

金を支払うこと。 
２ 傷害補償対象者が通院しない場合において、骨折等の傷害を被った部位を



固定するために医師の指示によりギブス等を常時装着した結果、平常の業務

又は生活に支障が生じたものと認め、通院補償金を支払うこと。 
 

別表３（第 9 条関係） 
補償金の種類 補償金支払限度額 免責 

身体賠償 １ 名         １億円 
１事故         ３億円 

財物賠償 １事故     １，０００万円 
年 間         １億円 

受託物賠償 年 間     １，０００万円 

１万円 

 


